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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の状況

回次 第36期 第37期 第38期 第39期 第40期

決算年月 2005年３月 2006年３月 2007年３月 2008年３月 2009年３月

売上高（千円） 17,578,409 17,914,111 19,153,351 22,157,964 26,469,222

経常利益（千円） 385,208 930,370 1,027,736 1,284,667 1,117,739

当期純利益又は当期純損失

（△）（千円）
△464,545 310,905 474,794 609,178 473,571

持分法を適用した場合の投資

利益（千円）
－ － － － －

資本金（千円） 684,880 684,880 684,880 684,880 684,880

発行済株式総数（株） 4,674,000 4,674,000 4,674,000 4,674,000 4,674,000

純資産額（千円） 1,153,510 1,464,415 1,848,156 2,326,584 2,660,066

総資産額（千円） 9,508,121 7,721,451 9,548,990 11,181,117 14,832,199

１株当たり純資産額（円） 247.02 313.60 395.78 498.24 569.65

１株当たり配当額

（内１株当たり中間配当額）

（円）

－

(－)

8.00

(－) 

23.00

(10.00)

30.00

(15.00)

30.00

(15.00)

１株当たり当期純利益金額　

又は当期純損失金額（△）

（円）

△99.48 65.08 101.68 130.45 101.41

潜在株式調整後１株当たり　

当期純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 12.1 19.0 19.4 20.8 17.9

自己資本利益率（％） △33.5 23.8 28.7 29.2 19.0

株価収益率（倍） － 19.9 11.57 8.66 9.55

配当性向（％） － 12.0 22.6 23.0 29.6

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
536,684 1,316,243 1,385,926 1,245,811 1,137,916

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△100,309 △490,053 △1,614,203 △1,694,998 △3,000,777

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
549,581 △1,998,268 988,807 869,444 2,390,596

現金及び現金同等物の期末残

高（千円）
2,200,637 1,028,558 1,789,088 2,209,345 2,737,080

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)(人)

269

(1,616)

255

(1,607)

321

(1,780)

304

(2,018)

347

(2,555)

　（注）１．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結経営指標等」については、記載しておりません。

４．第38期及び第40期における従業員数の増加は、業容拡大に伴う定期採用等によるものであります。

５．第36期については、当期純損失であるため株価収益率及び配当性向の記載を省略しております。
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２【沿革】

年月 事項

1966年２月 玉堀建物株式会社（当社の前身）設立

1969年６月 「株式会社なか卯」に商号変更

1969年10月 第１号店「なか卯茨木店」を大阪府茨木市に設置　「うどん」の調理販売の事業を開始

1974年４月 「なか卯梅田店」を大阪市梅田地下街に設置　「牛丼」の調理販売の事業を開始

1978年４月 一部店舗の24時間営業を導入

1980年10月 「なか卯烏丸店」を京都市上京区に設置　大阪府以外に初出店

1988年８月 株式会社モスフードサービスと資本提携

1989年３月 東京事務所を東京都新宿区に設置

1989年11月 「なか卯亀戸店」を東京都江東区に設置　関東圏に初出店

1989年12月 加盟店（フランチャイジー）の募集開始

1990年１月 本部を大阪市淀川区西中島五丁目に設置

1993年６月 商品センターを滋賀県竜王町に設置

1993年12月 東京事務所を東京都中央区に移転

1994年10月 「親子丼」を新規導入

1997年12月 商品センターを大阪府泉大津市に移転

1998年３月 「平成９年度　ごはん食推進優良事業者」として「農林水産大臣賞」を受賞

1999年12月 日本証券業協会に株式を店頭登録

2001年10月 本部を大阪市淀川区宮原三丁目に移転

2002年10月 親会社がニチメン株式会社に異動

2003年２月 本店所在地を大阪市淀川区宮原三丁目に異動

2004年12月 本店を大阪府吹田市江の木町に移転

2004年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場

2005年３月 主要株主及び筆頭株主が株式会社ゼンショーに異動

 2005年８月 親会社が株式会社ゼンショーに異動 

３【事業の内容】

　当社は「こだわり卵の親子丼」と「京風うどん」を中心とした和風ファストフード店、及びそのチェーン本部の経

営を行っております。

　「元気になるごはん」をキーワードに、お客様に家庭的な温かさを感じていただけるサービスの提供を目指してお

ります。

　当社は親会社である株式会社ゼンショーを中心とする企業集団に属しております。

　株式会社ゼンショーはフード業を営んでおります。　 

EDINET提出書類

株式会社なか卯(E03328)

有価証券報告書

 3/52



４【関係会社の状況】

(1）親会社

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業内容
議決権等の被所
有割合（％）

関係内容

株式会社ゼンショー

（注）
東京都港区 10,089,805 フード業 64.29

当社に対する食材

の一部の販売　　資

金借入  ・・有

役員の兼任・・有

　（注）　有価証券報告書を提出しております。

（2）子会社及び関連会社

　　　当社は子会社及び関連会社を有していないため、該当事項はありません。

（3）その他の関係会社

　　　該当事項はありません。

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

　 2009年３月31日現在

部門名 従業員数（人）

直営店部門 236（2,545）　

フランチャイジー（加盟店）部門 4（　　-）　

その他管理部門 107（　 10）　

合　　計 347（2,555）　

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に年間の平均人員（１人１日８時間換算）を外数で記載し

ております。

　 2009年３月31日現在

従業員数（人） 平均年令 平均勤続年数 平均年間給与（円）

347（2,555）　 　 　32才 ３ヶ月 　　４年 ６ヶ月 5,079,327

　（注）１．平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。

２．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に年間の平均人員（１人１日８時間換算）を外数で記

載しております。

３．従業員数が前期末に比べ43名増加しましたのは、業容拡大に伴う定期採用等によるものであります。

(2）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当事業年度におけるわが国経済は、世界的な金融危機の深刻化や世界景気の一層の下振れ懸念、株式・為替市場の

大幅な変動などから企業収益が減少し、雇用情勢などを含め、景気は厳しい状況で推移いたしました。　

　外食産業におきましては、上半期はガソリン価格の高騰・食材価格の上昇等により消費者マインドが冷え込んで

おりましたが、下半期に入ってガソリン価格が下落した後も個人消費は回復せず、厳しい状況で推移いたしました。

　このような状況のもと当社では、新規出店による業容の拡大を図りながら、季節限定新商品の投入や既存商品のブ

ラッシュアップによる商品力の強化と、お客様のニーズに合わせた店舗販促を実施することにより既存店の売上高

を維持し、業績の向上に努めてまいりました。

　この結果、当事業年度の業績は、売上高264億69百万円（前事業年度比19.5％増）、営業利益12億13百万円（同8.7％

減）、経常利益11億17百万円（同13.0％減）、当期純利益は４億73百万円（同22.3％減）となりました。

　

　部門別の業績は、次のとおりであります。

（直営店部門）

　当事業年度における新規出店82店舗と加盟店店舗７店舗の直営店化により、直営店総店舗数は364店舗となり、売

上高は237億69百万円（前事業年度比23.3％増）となりました。

（フランチャイジー（加盟店）部門）

　当事業年度における加盟店店舗は１店舗の新規出店と７店舗の直営店化により、加盟店総店舗数は58店舗となり、

売上高は22億46百万円（前事業年度比7.4％減）となりました。

（その他の部門）

　当事業年度における外販売上は３億18百万円（前事業年度比3.7％減）となりました。

(2）キャッシュ・フロー

　当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は、前事業年度末に比べ５億27百万円

（前事業年度比23.9％増）増加し、27億37百万円となりました。

　当事業年度中における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当事業年度において営業活動の結果得られた資金は11億37百万円（前事業年度比8.7％減）となりました。

　これは主に、税引前当期純利益９億90百万円と減価償却費５億21百万円の獲得資金がある一方で、法人税等の支払

額が７億４百万円となったこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当事業年度において投資活動の結果使用した資金は30億円（前事業年度比77.0％増）となりました。

　これは主に、積極的な新規出店に伴う有形固定資産の取得による支出21億66百万円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当事業年度において財務活動の結果得られた資金は23億90百万円（前事業年度比175.0％増）となりました。

　これは主に、長期借入による資金調達49億70百万円を行う一方で、長期借入金の返済を24億60百万円行ったこと等

によるものであります。
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２【仕入及び販売の状況】

　当社は生産を行っておりませんので「生産実績」にかえて「商品仕入実績」を記載いたします。

(1）商品仕入実績

部門別

第40期
（自　2008年４月１日
至　2009年３月31日）

仕入高（千円） 前年同期増減率（％）

直営店部門   

なか卯店 6,924,951 23.5

小　計 6,924,951 23.5

フランチャイジー(加盟店)部門   

食材他 1,507,663 △8.5

小　計 1,507,663 △8.5

その他の部門   

外販仕入 288,218 △5.1

小　計 288,218 △5.1

合　計 8,720,834 15.4

  （注）上記金額には消費税等は含まれておりません。

EDINET提出書類

株式会社なか卯(E03328)

有価証券報告書

 6/52



(2）販売実績

　部門別販売実績

部門別

第40期
（自　2008年４月１日
至　2009年３月31日）

売上高（千円） 前年同期増減率（％）

直営店部門   

なか卯店 23,769,498 23.3

小　計 23,769,498 23.3

フランチャイジー(加盟店)部門   

食材他 2,246,836 △7.4

小　計 2,246,836 △7.4

その他の部門   

外販売上 318,615 △3.7

小　計 318,615 △3.7

商品売上高 計 26,334,950 19.5

その他の営業収入部門   

ロイヤリティ収入 99,992 △6.3

その他の収入 34,279 131.9

その他の営業収入 計 134,271 10.5

合　計 26,469,222 19.5

　（注）１．販売数量については、販売品目が多岐にわたり記載が困難なため表示を省略しております。

 　　　 ２．上記金額には消費税等は含まれておりません。

３【対処すべき課題】

　外食業界を取り巻く環境は、雇用・所得環境の悪化による個人消費の低迷などにより、厳しい状況が続くものと考え

ており、今後も季節感のある期間限定商品や独自性のある新商品を適時投入しながら、既存商品のブラッシュアップ

による商品力の強化に取り組むことで、お客様の満足度向上に努めてまいります。
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４【事業等のリスク】

　当社の経営成績、財政状態及び株価等に重大な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中における将来に関する事項は有価証券報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

(1）原材料について

  主力商品のひとつである「親子丼」において、鳥インフルエンザの発生等による鶏肉への不安感から販売不振が

発生するリスクが考えられます。また農作物は天候等の影響による収穫量の変動に伴う市況の変動リスクを負って

おります。当社は食材の安全性及び安定的な調達の確保に取り組んでおりますが、上記諸事情等により仕入価格の

高騰や食材の不足等が発生した場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

 (2）フランチャイジー(加盟店)との関係について

  当社は加盟店希望者とフランチャイズ契約を締結し、特定地区において店舗を出店する権利を付与しておりま

す。加盟店の事業活動結果としての損益責任は、契約上当社が法的責任を負わないことを明記しておりますが、当社

は加盟店に対して加盟店の事業活動に伴う食材卸売り等の売掛債権を有しており、加盟店の経営悪化による貸倒引

当金の増加が当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

 (3）新規出店について

  新規出店に際しては、立地条件・賃借条件を十分検討の上、出店計画に基づき取り組んでおりますが、優良物件の

獲得競争の激化等により新規出店が計画通り実現できない場合、また、新規店舗の業績が計画通りに推移しない場

合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

 (4）法的規制について

  当社の直営店及び加盟店は、「食品衛生法」に基づき、厚生労働省令の定めにより都道府県知事から飲食店営業

の許可を受けております。万一、食中毒等が発生した場合には、一定期間の営業停止もしくは営業許可の取消を命じ

られることがあります。また、これによる被害者からの損害賠償請求及び信用力・ブランドイメージの低下による

売上の減少が、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

 (5）減損会計について　

　当社において、今後固定資産の減損会計に基づき減損損失を計上することになった場合に、当社の経営成績及び財

政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。　

５【経営上の重要な契約等】

フランチャイジー(加盟店)との加盟契約

加盟契約の要旨

１．当事者（当社と加盟者）の間で、締結する契約

(イ)契約の名称　なか卯フランチャイズ契約

(ロ)契約の本旨　当社の許諾による和食チェーン店経営のためのフランチャイズ契約関係を形成すること

２．加盟に際し、徴収する加盟契約料、保証金、その他金銭に関する事項

徴収する金銭の項　　　(a）加盟契約料　　　　 200万円

ただし、既存加盟店の新規出店については次のとおりとする。

第２号店　　　　　 175万円

第３号店以降　　　 150万円

(b）保証金　　　　　　　40万円

(c）ロイヤリティ　　　総売上高の一定率（２％）

３．使用させる商標、商号その他の表示に関する事項

　当社は、その所有する商標及びサービスマークを加盟店が一定の条件のもとに使用することを許諾する。

４．契約の期間、契約の延長に関する事項

　契約締結の日から５年間とする。ただし、期間満了３ケ月前までに当社又は加盟店のいずれか一方から書面に

よる異議の申し出がない場合、２年間延長し、以後も同様とする。
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６【研究開発活動】

  当社の看板商品である「こだわり卵の親子丼」に、手頃な価格で楽しめ、各種うどんとのセットで召し上がって頂

けるミニサイズ「親子丼ミニ」（３９０円）を投入いたしました。また、低価格で美味しい「朝ごはん」として、前期

の「豚汁定食」（２９０円）投入につづき、今期は「鮭定食」の価格改定（４５０円→３９０円）を行い、朝ごはん

商品のさらなる拡充を行いました。

　新商品として、丼ものでは「海老かきあげ丼ミニ」、「辛みそ葱玉牛丼」、「麻辣担々牛丼」、うどん類では「鶏ゆず

うどん」、「紀州南高梅　梅うどん」などを投入しました。季節感のある新しいテイストの商品を提供することで、既

存客の来店頻度の増加と新規顧客の獲得を図りました。

　さらに、「ビーフカレー」の完全リニューアルを実施いたしました。カレールーをチルド配送することで、従来のス

パイシー感を保ちながら、従来よりもさらにフレッシュな風味のカレーに仕上げました。

　今後も、「こだわり卵の親子丼」と「京風うどん」を中心に、変化し続ける顧客ニーズに対応しながら、和風をイ

メージした季節感とオリジナル感のある商品の開発を進めてまいります。

　なお、当事業年度の研究開発費は、19百万円であります。

７【財政状態及び経営成績の分析】

(1）財政状態の分析

①　キャッシュ・フロー

　当事業年度のキャッシュ・フローにつきましては、第２　事業の状況　１　業績等の概要に記載のとおりです。今

後も食の安全・安心のさらなる追求と独自性のある新商品の導入に取り組むとともに、効果的な販売促進活動と

商品構成を含めた商品戦略の確立をもって売上高の増加を図り、コスト管理を徹底することで営業キャッシュ・

フローの増加に取り組んでまいります。

②　財務指標

　当期純利益を４億73百万円計上し、自己資本比率は17.9％となりました。今後も継続的に利益を確保できる体制

の確立を図り、自己資本比率のさらなる改善を目指してまいります。

(2）経営成績について

　新規出店による業容の拡大を図りながら、季節限定新商品の投入や既存商品のブラッシュアップによる商品力の

強化と、お客様のニーズに合わせた店舗販促を実施することにより既存店の売上高を維持し、業績の向上に努めて

まいりました。

　この結果、当事業年度の業績は、売上高264億69百万円（前事業年度比19.5％増）、営業利益12億13百万円（同8.7％

減）、経常利益11億17百万円（同13.0％減）、当期純利益は４億73百万円（同22.3％減）となりました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当事業年度の設備投資につきましては、大正千島店他81店舗の新規出店及び桃谷駅前店他６店舗の加盟店店舗の直

営店化と、飯田橋西口店他13店舗の改装等の投資を行いました。投資総額は30億30百万円であります。

２【主要な設備の状況】

　当社は、国内に364店舗の直営店営業店舗を有している他、一部フランチャイジー（加盟店）に店舗を転賃貸してお

ります。

　当社の主要な設備は、以下のとおりであります。

　 （2009年３月31日現在）

事業所名
（所在地）

店舗数　 設備の内容　

帳簿価額
従業員数
（人）建物及び構築物　

（千円）　
その他　
（千円）　

合計　
（千円）　

営業店舗       

北海道地域

（北海道）
19 店舗設備 339,461 28,009 367,471 8　

(124)

東北地域

（宮城・山形・岩手・秋田・

福島・新潟）

14 店舗設備 219,729 31,785 251,514 2　
(83)　

関東地域

（千葉・栃木・神奈川・茨城・

埼玉・山梨・群馬）

70 店舗設備 1,180,319 206,930 1,387,250 34　
(490)　

東京地域

（東京）
70 店舗設備 1,114,475 102,023 1,216,499 56　

(477)　

中部地域

（愛知・静岡・福井・岐阜・

三重・富山・石川）

51 店舗設備 901,379 253,664 1,155,043 21　
(373)　

近畿地域

（兵庫・滋賀・奈良）
33 店舗設備 555,081 74,500 629,582 13　

(233)　

京都地域

（京都）
24 店舗設備 348,283 49,188 397,472 　13

(180)　

大阪地域

（大阪）
64 店舗設備 946,818 108,502 1,055,321 28　

(444)

中国・四国地域

（広島・愛媛・岡山・鳥取・

香川・高知）

17 店舗設備 323,298 92,896 416,194 12
(110)

九州地域

（熊本・鹿児島）
2 店舗設備 30,691 1,686 32,377 1

(12)

その他       

本部他

（大阪府吹田市）
－ 事務所設備 58,500 44,788 103,288 159

(29)

ＪＲ野田店 － 貸与店舗 1,216 － 1,216 -
(-)

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品及びリース資産であり、建設仮勘定は含んでおりません。　　　　　　

　　　　　　なお、金額には消費税等を含めておりません。　

２．従業員数の（　）内の数字は、平均臨時雇用者数で外数であります。

３．所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が2009年３月31日以前のリース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、そのリース契約により賃借している

主なものは、次のとおりであります。

名称 台数
リース期間
（年）

年間リース料
（千円）

リース契約残高
（千円）

店舗設備他

(所有権移転外ファイナンス・リース)
一式 ５ 527,472 1,186,501

汎用コンピューター等

(所有権移転外ファイナンス・リース)
一式 ５ 957 1,761
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３【設備の新設、除却等の計画】

　当事業年度末現在における重要な設備の新設の計画は次のとおりであります。

　　重要な設備の新設

設備の内容
予算金額
（千円）

既支払額
（千円）

今後の所要額
（千円）

着工年月 完成予定年月

直営店舗新設　 2,233,036 174,621 2,058,415
2009年２月～

　　　2010年１月

2009年４月～　

　　　2010年３月

（注）１．今後の所要額については、自己資金及び金融機関などからの資金調達で賄う予定であります。

２．上記金額の中には、店舗入居のための差入保証金等が含まれております。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 18,696,000

計 18,696,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数(株)
（2009年３月31日）

提出日現在発行数(株)
（2009年６月19日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,674,000 4,674,000
㈱ジャスダック証券取

引所

権利内容に何ら限

定のない当社にお

ける標準となる株

式であり、単元株

式数は100株であ

ります。

計 4,674,000 4,674,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

 　　　　 該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

 2005年６月23日

（注）
 　　　- 4,674,000  　　　- 684,880 △311,299 471,787

　　（注）資本準備金の減少は欠損てん補によるものであります。

（５）【所有者別状況】

　 2009年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の
　法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） - - 6 33 1 2 4,462 4,504 －

所有株式数

（単元）
-　 - 60 31,484 5 2 15,185 46,736 400

所有株式数の

割合（％）
-　 - 0.13 67.36 0.01 0.00 32.50 100.00 －

　（注）自己株式4,350株は「個人その他」に43単元及び「単元未満株式の状況」に50株を含めて記載しております。　　　　
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（６）【大株主の状況】

　 2009年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ゼンショー 東京都港区港南２丁目18番１号 3,002 64.23

株式会社神明 神戸市中央区栄町通６丁目１番21号 57 1.23

なか卯従業員持株会 大阪府吹田市江の木町25番16号 38 0.83

増岡　邦治 大阪市 29 0.63

中川　進 茨城県土浦市 25 0.54

アイン食品株式会社
大阪府和泉市テクノステージ１丁目１番１

号
20 0.43

矢木　妙子 徳島県徳島市 19 0.41

中部飼料株式会社 愛知県知多市北浜町14番６号 15 0.32

シマダヤ株式会社 東京都渋谷区恵比寿西１丁目33番11号 15 0.32

前原　稔 奈良県生駒市 15 0.32

計 － 3,237 69.26

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 2009年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   　 4,300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  4,669,300 46,693 －

単元未満株式 普通株式        400 － －

発行済株式総数 4,674,000 － －

総株主の議決権 － 46,693 －

②【自己株式等】

 2009年３月31日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株） 

発行済株式数に対

する所有株式数の

割合（％）

株式会社なか卯
大阪府吹田市江の

木町25番16号
4,300 －　 4,300 0.09

 　　　計 － 4,300 －　 4,300 0.09

EDINET提出書類

株式会社なか卯(E03328)

有価証券報告書

13/52



（８）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　　　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　　　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　　該当事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 4,350 － 4,350 －
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３【配当政策】

　当社は、配当性向の重視と安定配当の継続を基本としつつ、経営基盤強化のための内部留保充実もふまえ、業績に応

じた利益配分として中間配当と期末配当の年２回配当を行うことを基本方針としております。

 　　 これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　以上の配当方針に基づき、当事業年度の期末配当につきましては、前事業年度の期末配当と同額の１株当たり15円の

配当を実施させていただくことが決定されました。これにより中間配当を加えました１株当たりの年間配当金は、１

株当たり30円（前事業年度と同額）となります。

　次期におきましても当事業年度と同様に、配当性向の重視と安定配当の継続を基本としつつ、経営基盤強化のための

内部留保充実もふまえ、業績に応じた利益配分を行うという基本方針に変わりはありません。　

　上記方針に従い、次期の配当につきましても中間配当15円、期末配当15円の１株当たりの年間配当金30円を考えてお

ります。

  　  当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定

    めております。

      なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

（千円）

１株当たり配当額

（円）

2008年11月11日

取締役会決議
70,044 15

2009年６月18日

定時株主総会決議
70,044 15

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第36期 第37期 第38期 第39期 第40期

決算年月 2005年３月 2006年３月 2007年３月 2008年３月 2009年３月

最高（円）
871

※832
1,500 1,388 1,320 1,145

最低（円）
665

※713
740 1,070 1,020 737

　（注）　最高・最低株価は、2004年12月13日より株式会社ジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本

証券業協会の公表のものであります。なお、第36期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の

公表のものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 2008年10月 11月 12月 2009年１月 ２月 ３月

最高（円） 1,015 990 1,000 1,040 1,043 1,055

最低（円） 737 912 930 990 995 968
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役会長 － 小川　賢太郎 1948年７月29日生

1982年６月 ㈱ゼンショー設立 代表取締役社長

（現任）

2000年９月 ㈱ココスジャパン 取締役会長

（現任）

2003年６月

2005年６月

2007年６月

大和フーヅ㈱ 取締役会長（現任）

当社 取締役会長 (現任)

㈱サンデーサン 取締役会長（現任）

（他の法人等の代表状況）

㈱ビッグボーイジャパン 代表取締役会長

㈱華屋与兵衛 代表取締役会長

㈱エルトリートジャパン 代表取締役会長兼社長

㈱ぎゅあん 代表取締役会長

㈱宝島 代表取締役会長

㈱日本ウェンディーズ 代表取締役会長

㈱ＧＭフーズ 代表取締役会長

㈱はま寿司 代表取締役会長

㈱シカゴピザ 代表取締役会長

㈱麺工房 代表取締役会長

㈱サンビシ 代表取締役会長

㈱トロナジャパン 代表取締役会長

㈱テクノサポート 代表取締役社長

㈱グローバルフーズ 代表取締役会長

㈱グローバルテーブルサプライ 代表取締役会長

㈱グローバルウェア 代表取締役会長

㈱グローバルフレッシュサプライ 代表取締役会

長

㈱グローバルシーフード 代表取締役会長

㈱日本クリエイト 代表取締役社長

（注）

４
－

代表取締役社

長
営業本部長 高山　孝之 1954年８月３日生

1977年４月

1990年５月

1994年４月

 

1995年10月

2000年４月

2002年４月

2003年４月

日綿實業㈱（現双日㈱）入社

遼寧北方食品有限公司 総経理

ニチメン㈱（現双日㈱）食品部食品第

二課課長

ニチメン食品㈱ 取締役

ニチメンフーズ㈱ 取締役

ニチメン㈱ フーズ事業本部長補佐

当社出向 商品本部長

2003年７月 当社 入社 執行役員商品本部長

2005年６月

2007年４月

当社 取締役商品本部長

当社 取締役営業本部長兼商品本部管

掌

2008年７月 当社 常務取締役営業本部長兼商品本

部管掌　

2009年６月 当社 代表取締役社長（現任）　　

（注）

４
7

取締役 － 原　俊之 1958年７月13日生

1984年４月 プリマハム㈱ 入社

1999年２月 ㈱ゼンショー 入社 商品部長

1999年６月 同社 取締役商品部長

2001年８月 同社 取締役商品本部長兼品質管理室

長

2002年11月 同社 取締役グループMD本部長（現

任）　

2005年６月

2006年５月

2007年６月

当社 取締役 (現任)

㈱ココスジャパン 取締役（現任）

大和フーヅ㈱ 取締役（現任)

㈱サンデーサン 取締役（現任）

（他の法人等の代表状況）

㈱グローバルフレッシュサプライ 代表取締役社

長

（注）

４
－
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役 － 本田　豊 1955年７月12日生

1988年３月 ㈱モスフードサービス 入社

2000年２月

2000年３月

㈱ゼンショー 入社　

同社 社長室関連事業担当部長

2001年６月 同社 取締役人事教育部長

2002年５月 同社 取締役グループ人事本部長

2003年４月

2003年６月

同社 取締役グループ経営本部長

大和フーヅ㈱ 取締役 (現任）

2004年３月

 

㈱ゼンショー 取締役すき家事業本部

長

2004年８月

 

2005年６月

2005年７月

同社 取締役グループ管理本部長兼

RPP本部長

当社 取締役（現任）

㈱ゼンショー 取締役グループ管理本

部長兼グループ経営本部長

2006年５月

2006年12月

2007年６月

2008年２月

㈱ココスジャパン 取締役

㈱ゼンショー 取締役グループ企画本

部長

㈱サンデーサン 取締役（現任）

㈱ゼンショー 取締役RPP本部長

2008年６月 同社 取締役（現任）

㈱ココスジャパン 代表取締役社長

（現任）

（注）

４
－

取締役 － 杉園　大貴 1967年10月１日生

1990年４月 ㈱住友銀行（現㈱三井住友銀行）入社

2001年11月 ㈱ゼンショー入社　関連企業統括部マ

ネジャー

2003年４月 同社 グループ経営本部関連企業室マ

ネジャー

2005年４月 同社 グループ経営本部関連企業室ゼ

ネラルマネジャー

2005年６月

2006年４月

 

2007年６月

 

2009年３月

当社 取締役(現任)

㈱ゼンショー グループ経営本部関連

企業室長

同社 グループ企画本部グループ経営

企画室長

同社 グループ財経本部グループ財務

部長（現任） 

（注）

４
0

常勤監査役 － 磯林　市郎 1948年11月４日生

1972年４月 日綿實業㈱（現双日㈱）入社

2003年４月 双日シェアードサービス㈱ 入社

2004年５月 当社兼務出向 人事総務部長

2005年１月 当社入社 人事総務部長

2006年12月 当社 人事総務部長兼監査室長

2008年４月 当社 監査室長

2008年６月 当社 常勤監査役（現任）　

（注）

６
0

監査役 － 竹田 和明 1965年７月３日生

1990年４月 ニチメン㈱（現双日㈱）入社 

2003年９月 ダイムラー・クライスラー日本ホール

ディング㈱ 入社

2007年２月 ㈱ゼンショー 入社　

執行役員グループ人事企画室長

2007年５月 同社 執行役員総合企画室長

　 ㈱ココスジャパン 監査役（現任）

2007年６月 当社 監査役（現任）

㈱サンデーサン 監査役（現任）

大和フーズ㈱ 監査役（現任）

2007年12月 ㈱ゼンショー 執行役員総合企画本部

長（現任）

（注）

３
－
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

監査役 － 野々下信也 1954年５月２日生

1979年４月 日本アイ・ビー・エム㈱ 入社

2005年１月 同社 システム製品事業System I 事業

部長

2007年４月 ㈱ゼンショー入社 執行役員グループ

IT本部長（現任）

2008年６月 当社 監査役（現任）

（注）

５
－

監査役 －　

 

 

松本和比古

 

 

1949年１月25日生

1973年４月 三共電器㈱（現サンデン㈱）入社

1988年５月 サンデンインターナショナル㈱ 出向

法務グループ長

2001年９月 サンデン㈱ 総務本部法務グループ長

2008年１月 ㈱ゼンショー入社 法務部長

2008年５月 ㈱ココスジャパン 監査役（現任）

2008年６月 当社 監査役（現任）

㈱サンデーサン 監査役（現任）

大和フーズ㈱ 監査役（現任）

2009年４月 ㈱ゼンショー　総務部長（現任）

（注）

６
－

   ９名  計 　 7

（注）１．監査役　竹田和明、野々下信也、松本和比古は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２．当社では、意思決定、監督と執行の分離による取締役会の活性化のため執行役員制度を導入しております。

なお、執行役員は１名であります。

３. 監査役の任期は、2007年６月21日開催の定時株主総会の終結の時から2011年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

４. 取締役の任期は、2008年６月19日開催の定時株主総会の終結の時から2010年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

５. 監査役の任期は、2009年６月18日開催の定時株主総会の終結の時から2013年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

６. 監査役の任期は、2008年６月19日開催の定時株主総会の終結の時から2012年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　経営管理組織については、企業経営の透明性と健全性を向上させ、より高い経営体制作りと運営を最も重要な課

題と考えており、常にこの視点に立ち経営にあたることを心がけております。

②　会社の機関の基本説明

取締役会

　取締役会は、常勤の取締役１名と非常勤の取締役４名で構成し、重要な業務執行に関する意思決定及び代表取締

役並びに業務担当役員に関する監督を目的として、毎月１回定例及び適宜臨時に開催しております。なお、当社の

非常勤取締役４名はすべて親会社の取締役及び使用人であり、当社と非常勤取締役との間に利害関係はありませ

ん。 

監査役会

　当社は監査役制度を採用しております。監査役会の体制は、監査役４名（社内１名、社外３名）で構成されてお

り、監査役会が定めた監査の方針、業務の分担等に従い、取締役会に出席するほか、会計監査人と連携を保ちなが

ら、全般的、かつ重点監査事項について監査を行い、随時必要な提言、助言並びに勧告を行っておりま　す。なお、当

社と社外監査役との間に利害関係はありません。

政策協議会

　日々変化する経営環境に迅速に対応するため、取締役及び執行役員を構成員とする政策協議会を毎週開催し、業

務運営上の課題や問題点を客観的に分析、把握するとともに、常に的確な方向性を確立することで、環境変化に迅

速に対応でき得る経営をめざしております。

③　業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人、当社にかかる継続監査年数及び監査業務に係る補助者の構

成

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人

鈴木　輝夫 あずさ監査法人

三浦　洋 あずさ監査法人

山本　美晃 あずさ監査法人

　　　　（注）　継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。

　　　監査業務にかかる補助者は、公認会計士３名、会計士補等６名、計９名であります。

④　内部統制システムの整備の状況

　当社では、事業活動全般の業務運営状況を把握し、その内容の適法性や健全性を確保するため、社長直属の監査

室（構成員１名）を設け、問題点や改善点について助言、報告等を社長に行い、事後の改善状況につき随時フォ

ローする体制をとっております。また、当社の役員及び従業員は関係法令の遵守はもとより、全てのステークホル

ダーや地域社会からの信頼を得て企業価値を高めることが必要であるとの認識のもと、行動規範としての　「コ

ンプライアンス憲章」を定め、この憲章に基づいて行動しております。

　取締役を委員長とするコンプライアンス委員会は全社のコンプライアンスの取組みを横断的に統括するととも

に、コンプライアンスに対する諸施策の立案、実施、教育並びにチェック体制の強化に努めております。

　

⑤　リスク管理体制の整備の状況

　当社では、食の安全、コンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティに係るリスクについて、担当

各部署及びコンプライアンス委員会でリスクに対する管理強化を行なっております。また、コンプライアンス委

員会に危機管理チームを設置し、危機管理体制の充実と社内外の不祥事対応や事故対応など、損害や被害をミニ

マイズすべく必要な措置を講じております。
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⑥　会社の機関の概要

　

⑦　役員報酬の内容

　当事業年度における当社の取締役及び監査役への役員報酬の内容は、次のとおりであります。

　取締役及び監査役の報酬の額

　　取締役２名　　　48,050千円

　　監査役２名　　　 8,560千円

　なお、当事業年度において使用人兼務役員はおりません。　

　当事業年度末現在の取締役は６名（社外取締役はおりません）、監査役は４名（うち社外監査役３名）であり

ます。上記人員と相違しておりますのは、無報酬の（非常勤）取締役４名、監査役３名（うち社外監査役３名）が

在任しているためと、2008年６月19日開催の第39回定時株主総会終結の時をもって任期満了により退任した監査

役１名が含まれているためであります。

　また、上記報酬の額には、当事業年度の役員賞与引当金の繰入額が含まれております。　

⑧　取締役の定数

　当社の取締役は12名以内とする旨を定款で定めております。

⑨　取締役の選任の決議要件

　当社は取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

また、取締役の選任決議は、累積投票によらない旨定款に定めております。

⑩　株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的

とするものであります。 

⑪　中間配当について

　当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎

年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨定款に定めております。

⑫　取締役及び監査役の責任免除

　当社は、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる取締役及び監査役（取締役及び監査役で

あった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって、免除することができる旨

定款に定めております。これは、取締役及び監査役が職務を遂行するに当たり、その能力を十分に発揮して、期待

される役割を果しうる環境を整備することを目的とするものであります。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬
（千円）

－ － 18,000 －

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。　

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　該当事項はありません。　

④【監査報酬の決定方針】

　該当事項はありません。　
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第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（2007年４月１日から2008年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度（

2008年４月１日から2009年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前事業年度（2007年４月１日から2008年３月31日ま

で）及び当事業年度（2008年４月１日から2009年３月31日まで）の財務諸表について、あずさ監査法人により監査を

受けております。

３．連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。
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１【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(2008年３月31日)

当事業年度
(2009年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,209,345 2,737,080

売掛金 355,767 309,124

商品 71,511 －

商品及び製品 － 84,767

貯蔵品 22,543 －

原材料及び貯蔵品 － 25,705

前払費用 263,226 317,088

未収入金 16,990 15,798

短期貸付金 25,531 16,987

繰延税金資産 127,851 126,992

その他 47,586 27,635

貸倒引当金 △15,528 △13,630

流動資産合計 3,124,826 3,647,552

固定資産

有形固定資産

建物 5,603,683 7,312,733

減価償却累計額 △1,168,852 △1,492,699

建物（純額） 4,434,830 5,820,033

構築物 147,793 258,547

減価償却累計額 △43,838 △59,324

構築物（純額） 103,955 199,222

工具、器具及び備品 226,221 432,396

減価償却累計額 △114,742 △135,072

工具、器具及び備品（純額） 111,479 297,324

リース資産 － 775,827

減価償却累計額 － △79,176

リース資産（純額） － 696,651

建設仮勘定 29,872 67,159

有形固定資産合計 4,680,137 7,080,392

無形固定資産

のれん 51,862 58,419

ソフトウエア 58,379 78,850

電話加入権 301 301

ソフトウエア仮勘定 11,516 31,773

無形固定資産合計 122,060 169,345
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(単位：千円)

前事業年度
(2008年３月31日)

当事業年度
(2009年３月31日)

投資その他の資産

出資金 468 488

長期貸付金 437,984 732,746

従業員に対する長期貸付金 5,064 3,788

長期前払費用 59,158 71,657

長期前払家賃 130,411 187,525

差入保証金 2,455,135 ※1
 2,778,326

長期預金 100,000 100,000

繰延税金資産 57,098 61,047

その他 21,466 11,604

貸倒引当金 △12,695 △12,274

投資その他の資産合計 3,254,093 3,934,909

固定資産合計 8,056,291 11,184,647

資産合計 11,181,117 14,832,199

負債の部

流動負債

買掛金 ※1
 830,667

※1
 890,081

短期借入金 － 100,000

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 1,984,358

※1
 2,772,808

リース債務 － 158,037

未払金 302,999 436,738

未払費用 228,100 279,594

未払法人税等 427,132 247,206

未払消費税等 54,725 41,499

預り金 13,782 20,186

前受収益 29,467 29,233

役員賞与引当金 12,000 6,000

賞与引当金 130,000 122,000

その他 641 846

流動負債合計 4,013,875 5,104,232

固定負債

長期借入金 3,594,830 5,740,819

関係会社長期借入金 696,250 271,250

リース債務 － 579,785

退職給付引当金 94,379 －

長期預り保証金 419,225 372,434

その他 35,972 103,611

固定負債合計 4,840,657 7,067,900

負債合計 8,854,533 12,172,133
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(単位：千円)

前事業年度
(2008年３月31日)

当事業年度
(2009年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 684,880 684,880

資本剰余金

資本準備金 471,787 471,787

資本剰余金合計 471,787 471,787

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 1,173,074 1,506,556

利益剰余金合計 1,173,074 1,506,556

自己株式 △3,157 △3,157

株主資本合計 2,326,584 2,660,066

純資産合計 2,326,584 2,660,066

負債純資産合計 11,181,117 14,832,199
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　2007年４月１日
　至　2008年３月31日)

当事業年度
(自　2008年４月１日
　至　2009年３月31日)

売上高

商品売上高 22,036,460 26,334,950

その他の営業収入 ※1
 121,504

※1
 134,271

売上高合計 22,157,964 26,469,222

売上原価

商品期首たな卸高 53,926 71,511

当期商品仕入高 7,559,784 ※4
 8,720,834

合計 7,613,711 8,792,346

商品期末たな卸高 71,511 84,767

商品売上原価 7,542,199 8,707,578

売上総利益 14,615,765 17,761,644

販売費及び一般管理費 ※2・3
 13,286,801

※2・3
 16,548,016

営業利益 1,328,964 1,213,627

営業外収益

受取利息 18,424 21,873

不動産賃貸料 45,501 34,516

その他 62,900 60,403

営業外収益合計 126,826 116,793

営業外費用

支払利息 ※4
 85,775

※4
 117,219

不動産賃貸費用 46,064 34,410

たな卸資産処分損 10,063 6,797

その他 29,219 54,254

営業外費用合計 171,122 212,681

経常利益 1,284,667 1,117,739

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 255

退去補償金 24,660 －

特別利益合計 24,660 255

特別損失

貸倒損失 － 3,532

固定資産除却損 ※5
 101,759

※5
 85,249

減損損失 ※6
 6,900

※6
 23,031

解約違約金 － 15,079

その他 9,970 620

特別損失合計 118,629 127,512

税引前当期純利益 1,190,697 990,481

法人税、住民税及び事業税 592,700 520,000

法人税等調整額 △11,180 △3,089

法人税等合計 581,519 516,910

当期純利益 609,178 473,571
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　2007年４月１日
　至　2008年３月31日)

当事業年度
(自　2008年４月１日
　至　2009年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 684,880 684,880

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 684,880 684,880

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 471,787 471,787

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 471,787 471,787

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 694,646 1,173,074

当期変動額

剰余金の配当 △130,750 △140,089

当期純利益 609,178 473,571

当期変動額合計 478,427 333,481

当期末残高 1,173,074 1,506,556

自己株式

前期末残高 △3,157 △3,157

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 △3,157 △3,157

株主資本合計

前期末残高 1,848,156 2,326,584

当期変動額

剰余金の配当 △130,750 △140,089

当期純利益 609,178 473,571

当期変動額合計 478,427 333,481

当期末残高 2,326,584 2,660,066

純資産合計

前期末残高 1,848,156 2,326,584

当期変動額

剰余金の配当 △130,750 △140,089

当期純利益 609,178 473,571

当期変動額合計 478,427 333,481

当期末残高 2,326,584 2,660,066
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④【キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　2007年４月１日
　至　2008年３月31日)

当事業年度
(自　2008年４月１日
　至　2009年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 1,190,697 990,481

減価償却費 329,660 521,696

無形固定資産償却費 65,982 39,197

長期前払費用償却額 31,256 26,904

賞与引当金の増減額（△は減少） 12,000 △9,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） 12,123 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △16,199 △271

破産更生債権等の増減額（△は増加） 7,326 －

受取利息 △18,424 △21,873

支払利息 85,775 117,219

有形固定資産除売却損益（△は益） 92,898 85,249

貸倒損失 － 3,532

減損損失 6,900 23,031

店舗退去補償金 △24,600 －

賃貸借契約解約損 6,180 －

売上債権の増減額（△は増加） 37,364 38,549

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,534 △16,418

営業債権の増減額（△は増加） △41,185 1,182

仕入債務の増減額（△は減少） 64,935 59,413

預り保証金の増減額（△は減少） △2,400 400

営業債務の増減額（△は減少） 50,532 111,012

未払消費税等の増減額（△は減少） 3,148 △13,226

その他 5,940 －

小計 1,896,378 1,957,079

利息の受取額 5,552 5,495

利息の支払額 △87,689 △120,408

法人税等の支払額 △568,429 △704,251

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,245,811 1,137,916

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,253,031 △2,166,683

店舗退去による補償金収入 24,600 －

無形固定資産の取得による支出 △61,554 △80,926

貸付けによる支出 △194,146 △393,720

貸付金の回収による収入 47,015 54,352

敷金及び保証金の差入による支出 △318,031 △399,051

敷金及び保証金の回収による収入 71,377 26,965

預り保証金の返還による支出 △866 △44,914

預り保証金の受入による収入 － 3,200

その他 △10,360 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,694,998 △3,000,777
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(単位：千円)

前事業年度
(自　2007年４月１日
　至　2008年３月31日)

当事業年度
(自　2008年４月１日
　至　2009年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 － 100,000

長期借入れによる収入 3,350,000 4,970,000

長期借入金の返済による支出 △2,350,594 △2,460,561

リース債務の返済による支出 － △78,950

配当金の支払額 △129,961 △139,892

財務活動によるキャッシュ・フロー 869,444 2,390,596

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 420,257 527,735

現金及び現金同等物の期首残高 1,789,088 2,209,345

現金及び現金同等物の期末残高 2,209,345 2,737,080
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【重要な会計方針】

項目
前事業年度

（自　2007年４月１日
至　2008年３月31日）

当事業年度
（自　2008年４月１日
至　2009年３月31日）

１．デリバティブの評価基

準及び評価方法

　時価法 同左

２．たな卸資産の評価基準

及び評価方法

(1）商品

　移動平均法による原価法

 

 

 

──────

(1）商品

　移動平均法による原価法（貸借対照表

価額は収益性の低下による簿価切下げ

の方法により算定）

 

 （会計方針の変更）　

　通常の販売目的で保有するたな卸資産

については、従来、主として移動平均法

による原価法によっておりましたが、当

事業年度より「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」（企業会計基準第９号　平

成18年７月５日公表分）が適用された

ことに伴い、移動平均法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）によ

り算定しております。

　なお、この変更による当事業年度の営

業利益、経常利益及び税引前当期純利益

に与える影響はありません。

 (2）貯蔵品

　最終仕入原価法

(2）貯蔵品

同左

３．固定資産の減価償却の

方法

(1）有形固定資産

　定額法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

　　建　物　　　　８～34年　

　　構築物　　　　７～20年

　　工具器具備品　３～20年

 

 （会計方針の変更）

　当期より法人税法の改正に伴い、2007

年４月１日以降に取得した有形固定資

産については、改正後の法人税法に基づ

く減価償却の方法に変更しております。

　なお、この変更により、従来の方法に

よった場合に比べ、営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益がそれぞれ4,683

千円減少しております。

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

同左

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

　　建　物　　　　８～34年　

　　構築物　　　　７～20年

　　工具器具備品　３～20年

 

────── 
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項目
前事業年度

（自　2007年４月１日
至　2008年３月31日）

当事業年度
（自　2008年４月１日
至　2009年３月31日）

３．固定資産の減価償却の

方法　

（追加情報）

　当期より法人税法の改正に伴い、2007年

３月31日以前に取得した有形固定資産に

ついては、改正前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取得価額の５％

に到達した事業年度の翌事業年度より、取

得価額の５％相当額と備忘価額との差額

を５年間にわたり均等償却し、減価償却費

に含めて計上しております。

　なお、これによる営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益に与える影響額は軽微

であります。　

───────

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　 (2）リース資産　　

───────

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　

(3）無形固定資産　

　定額法　

　なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５～

７年）に基づいております。

　のれんについては、投資の効果が及ぶ

期間(５年)で均等償却しております。　

(2）リース資産　

　所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。

　なお、リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引のうち、リース取引

開始日が企業会計基準第13号「リース

取引に関する会計基準」の適用初年度

開始前のリース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。　　

(3）無形固定資産

同左　

　なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。

　のれんについては、投資の効果が及ぶ

期間(５年)で均等償却しております。　　

　

　

(4）長期前払費用 

  定額法

(4）長期前払費用

同左

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）役員賞与引当金

　役員に支給する賞与の支払に備えるた

め、支給見込額を計上しております。 

(2）役員賞与引当金

同左
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項目
前事業年度

（自　2007年４月１日
至　2008年３月31日）

当事業年度
（自　2008年４月１日
至　2009年３月31日）

４．引当金の計上基準　 (3）賞与引当金

　従業員に支給する賞与の支払に備える

ため、支給見込額を計上しております。

(3）賞与引当金

同左

 (4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務の見込額を計

上しております。

───────

(4）退職給付引当金

───────

 

 

（追加情報）

　当社は、2008年４月に退職一時金制度

を廃止し、前払退職金制度を導入してお

ります。

　退職一時金制度の廃止時点における退

職金については、全従業員に対して、退

職時に支給となるため書面による金額

通知を実施しております。これに伴い、

退職一時金制度の廃止時点までにかか

る退職金は、退職時に支給となり、従業

員ごとの債務が確定したため、退職給付

引当金残高を全額取り崩し、固定負債

「その他」(長期未払金)に計上しており

ます。

　なお、前払退職金制度の導入後の前払

退職金発生額は「未払金」として計上

しております。　　

５．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

───────

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

　金利スワップ取引については、金利ス

ワップの特例処理の要件を満たすため、

特例処理によっております。 

(1）ヘッジ会計の方法

同左

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段　金利スワップ取引

　ヘッジ対象　変動金利の特定借入金

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段　 同左

　ヘッジ対象　 同左

 (3）ヘッジ方針

　将来の金利変動によるリスク回避を目

的として利用しており、リスクヘッジ目

的以外の取引は行わない方針でありま

す。

(3）ヘッジ方針

同左

 (4）ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップ取引については、特例処

理によっているため有効性の評価を省

略しております。

(4）ヘッジ有効性評価の方法

同左
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項目
前事業年度

（自　2007年４月１日
至　2008年３月31日）

当事業年度
（自　2008年４月１日
至　2009年３月31日）

７．キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっております。

同左

８．その他財務諸表作成の

ための基本となる重要な

事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

【会計処理方法の変更】

前事業年度
（自　2007年４月１日
至　2008年３月31日）

当事業年度
（自　2008年４月１日
至　2009年３月31日）

─────── リース取引に関する会計基準の適用　

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

りましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会

計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一

部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制

度委員会）、平成19年３月30日改正））を当事業年度よ

り適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

　この変更に伴い、営業利益は1,877千円増加し、経常利益

及び税引前当期純利益は4,277千円減少しております。

【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（2008年３月31日）

当事業年度
（2009年３月31日）

※１　関係会社項目 ※１　関係会社項目

  関係会社に対する負債には次のものがあります。

 　　（区分掲記したものを除く）

流動負債　 　

買掛金     396,915千円

一年内返済予定の

長期借入金 
425,000千円

  関係会社に対する資産・負債には次のものがあり

ます。

 　　（区分掲記したものを除く）

固定資産　 　

　差入保証金 　266,712千円

流動負債 　

買掛金 743,130千円

一年内返済予定の

長期借入金 
425,000千円
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　2007年４月１日
至　2008年３月31日）

当事業年度
（自　2008年４月１日
至　2009年３月31日）

※１　その他の営業収入の内容は次のとおりであります。 ※１　その他の営業収入の内容は次のとおりであります。

ロイヤリティ収入      106,720千円

その他の収入       14,783千円

ロイヤリティ収入       99,992千円

その他の収入 34,279千円

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は82％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は18％

であります。主要な費目及び金額は、次のとおりであ

ります。

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は84％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は16

　％であります。主要な費目及び金額は、次のとおりで

あります。

広告宣伝・販売促進費      713,053千円

運賃 309,583千円

給料手当・賞与 5,264,240千円

役員賞与引当金繰入額      12,000千円

賞与引当金繰入額      130,000千円

退職給付費用       15,972千円

地代家賃・水道光熱費    3,170,511千円

賃借料   612,202千円

減価償却費 329,660千円

無形固定資産償却費 65,982千円

長期前払費用償却費 31,256千円

広告宣伝・販売促進費 1,215,619千円

運賃 372,220千円

給料手当・賞与 6,424,658千円

役員賞与引当金繰入額 6,000千円

賞与引当金繰入額 122,000千円

地代家賃・水道光熱費 4,057,094千円

賃借料 702,781千円

減価償却費 521,696千円

無形固定資産償却費 39,197千円

長期前払費用償却費 26,904千円

※３　一般管理費に含まれる研究開発費

              17,715千円

※３　一般管理費に含まれる研究開発費

19,064千円

※４　関係会社との取引に係るものは次のとおりでありま

す。

関係会社への支払利息 16,770千円

※４　関係会社との取引に係るものは次のとおりでありま

す。　

関係会社からの仕入高 6,865,968千円

関係会社への支払利息 11,411千円

※５　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※５　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物      81,553千円

構築物  2,390千円

工具器具備品  6,863千円

その他    10,951千円

建物 85,012千円

構築物 216千円

工具器具備品 20千円

その他 －千円

※６　減損損失 ※６　減損損失

　　以下の減損損失を計上しております。 　　以下の減損損失を計上しております。

用途 種類 金額(千円)

 直営店舗１店舗

（大阪府高槻市）
建物 6,900

用途 種類 金額(千円)

 直営店舗２店舗

（埼玉県ふじみの市他）
建物 23,031

　資産のグルーピングは、店舗単位とし、本社及び店舗

研修施設は共用資産として行っております。このうち、

営業損益が悪化している店舗について、帳簿価額を回

収可能価額まで減損し、当該減少額を減損損失(6,900千

円)として、特別損失に計上いたしました。

　なお、回収可能価額は使用価値を使用し、将来キャッ

シュ・フロー見積額を５％で割引いて計算しておりま

す。 

　資産のグルーピングは、店舗単位とし、本社及び店舗

研修施設は共用資産として行っております。このうち、

営業損益が悪化している店舗について、帳簿価額を回

収可能価額まで減損し、当該減少額を減損損失(23,031

千円)として、特別損失に計上いたしました。

　なお、回収可能価額は使用価値を使用し、将来キャッ

シュ・フロー見積額を５％で割引いて計算しておりま

す。 
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自2007年４月１日　至2008年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 4,674,000 － － 4,674,000

合計 4,674,000 － － 4,674,000

自己株式     

普通株式 4,350 － － 4,350

合計 4,350 － － 4,350

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。 　

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 決議
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

2007年６月21日

定時株主総会
普通株式 60,705 13 2007年３月31日 2007年６月22日

2007年11月16日

取締役会
普通株式 70,044 15 2007年９月30日 2007年12月10日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 決議
株式の種類

配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2008年６月19日

定時株主総会
普通株式 70,044 利益剰余金 15 2008年３月31日 2008年６月20日

当事業年度（自2008年４月１日　至2009年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式 4,674,000 － － 4,674,000

合計 4,674,000 － － 4,674,000

自己株式     

普通株式 4,350 － － 4,350

合計 4,350 － － 4,350

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額
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 決議
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

2008年６月19日

定時株主総会
普通株式 70,044 15 2008年３月31日 2008年６月20日

2008年11月11日

取締役会
普通株式 70,044 15 2008年９月30日 2008年12月８日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 決議
株式の種類

配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2009年６月18日

定時株主総会
普通株式 70,044 利益剰余金 15 2009年３月31日 2009年６月19日

（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度
（自　2007年４月１日
至　2008年３月31日）

当事業年度
（自　2008年４月１日
至　2009年３月31日）

　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

（2008年３月31日現在）
 （千円）

現金及び預金勘定 2,209,345

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物 2,209,345

（2009年３月31日現在）
 （千円）

現金及び預金勘定 2,737,080

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物 2,737,080
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　2007年４月１日
至　2008年３月31日）

当事業年度
（自　2008年４月１日
至　2009年３月31日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１．ファイナンス・リース取引

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容　

有形固定資産　

　主として、店舗における厨房機器（工具、器具及び備

品）であります。　

②リース資産の減価償却の方法　

　重要な会計方針「３.固定資産の減価償却の方法」に

記載のとおりであります。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、企業会計基準第13号「リース取引

に関する会計基準」の適用初年度開始前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっており、その内容は以下のとおりでありま

す。　

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

建物
（附属設備）

5,520 4,599 920

工具器具備品 2,669,105 1,061,900 1,607,204

ソフトウェア 7,775 5,143 2,631

合計 2,682,400 1,071,644 1,610,756

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

建物
（附属設備）

－ － －

工具器具備品 2,232,901 1,076,610 1,156,290

ソフトウェア 4,288 2,573 1,715

合計 2,237,190 1,079,183 1,158,006

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内      486,917千円

１年超    1,156,753千円

合計    1,643,670千円

１年内 433,865千円

１年超 754,398千円

合計 1,188,263千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料      518,510千円

減価償却費相当額      487,861千円

支払利息相当額       37,709千円

支払リース料 528,430千円

減価償却費相当額 496,305千円

支払利息相当額 35,970千円

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料 未経過リース料

１年内        1,584千円

１年超        3,241千円

合計        4,826千円

１年内 861千円

１年超 1,496千円

合計 2,358千円

EDINET提出書類

株式会社なか卯(E03328)

有価証券報告書

37/52



（有価証券関係）

前事業年度（2008年３月31日現在）

　該当事項はありません。

当事業年度（2009年３月31日現在）

　該当事項はありません。

（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前事業年度
（自　2007年４月１日
至　2008年３月31日）

当事業年度
（自　2008年４月１日
至　2009年３月31日）

(1）取引の内容

　当社の利用しているデリバティブ取引は、金利スワッ

プ取引であります。

(1）取引の内容

同左

(2）取引に対する取組方針

　当社のデリバティブ取引は、将来の金利の変動による

リスク回避を目的としており、投機的な取引は行わない

方針であります。

(2）取引に対する取組方針

同左

(3）取引の利用目的

　当社のデリバティブ取引は、借入金利等の将来の金利

市場における利率上昇による変動リスクを回避する目

的で利用しております。

　なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っ

ております。

(3）取引の利用目的

同左

①　ヘッジ会計の方法

　金利スワップ取引については、金利スワップの特例

処理の要件を満たすため、特例処理によっておりま

す。

①　ヘッジ会計の方法

同左

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段　金利スワップ取引

　ヘッジ対象　変動金利の特定借入金

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

③　ヘッジ方針

　将来の金利変動によるリスク回避を目的として利用

しており、リスクヘッジ目的以外の取引は行わない方

針であります。

③　ヘッジ方針

同左

④　ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップ取引については、特例処理によってい

るため有効性の評価を省略しております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

同左

(4）取引に係るリスクの内容

　金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクを有

しております。

　なお、取引相手先は高格付を有する金融機関に限定し

ているため、信用リスクはほとんどないと認識しており

ます。

(4）取引に係るリスクの内容

同左

(5）取引に係るリスク管理体制

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限

及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金担当

部門が決裁担当者の承認を得て行っております。

(5）取引に係るリスク管理体制

同左

２．取引の時価等に関する事項

前事業年度（自2007年４月１日　至2008年３月31日） 

　該当事項はありません。  

　なお、金利スワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から

除いております。  
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当事業年度（自2008年４月１日　至2009年３月31日） 

　該当事項はありません。  

　なお、金利スワップ取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から

除いております。  

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、2008年４月に退職一時金制度を廃止し、前払退職金制度を導入しております。

２．退職給付債務及びその内訳

 
前事業年度

（2008年３月31日）
当事業年度

（2009年３月31日）

退職給付引当金（千円）
94,379 －

３．退職給付費用の内訳

 
前事業年度

（自　2007年４月１日
至　2008年３月31日）

当事業年度
（自　2008年４月１日
至　2009年３月31日）

勤務費用（千円） 15,972 －

４．退職給付債務の計算基礎

　該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

 　　　 前事業年度（自2007年４月１日　至2008年３月31日）

 　　　 　該当事項はありません。

 　　　 当事業年度（自2008年４月１日　至2009年３月31日）

 　　　 　該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（2008年３月31日）

当事業年度
（2009年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

（単位：千円）

繰延税金資産  

貸倒引当金損金算入限度超過額 2,526

賞与引当金損金算入限度超過額 51,968

未払事業税 35,160

未払事業所税 5,991

退職給付引当金損金算入限度超過額 38,318

長期未払金 2,808

未払費用 12,280

のれん一括償却 8,668

長期前受収益 583

減損損失 5,174

その他 24,665

　　小計 188,141

評価性引当額 △3,191

繰延税金資産計 184,950

（単位：千円）

繰延税金資産  

貸倒引当金損金算入限度超過額 8,213

賞与引当金損金算入限度超過額 49,532

未払事業税 23,248

未払事業所税 6,706

長期未払金 40,206

未払費用 4,831

のれん一括償却 2,421

長期前受収益 495

減損損失 14,128

その他 47,381

　　小計 197,161

評価性引当額 △9,121

繰延税金資産計 188,040

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 
 (単位：%) 
法定実効税率 40.6
 （調整）  

交際費等永久に損金に算入され

ない項目
0.3

住民税均等割等 7.5

法人税　特別控除 △0.2

役員賞与他 0.7

減損損失 0.1

税効果会計適用後の法人税等の負

担率
49.0

  

　

 
 (単位：%) 
法定実効税率 40.6
 （調整）  

交際費等永久に損金に算入され

ない項目
0.2

住民税均等割等 10.8

役員賞与他 0.0

減損損失 0.6

税効果会計適用後の法人税等の負

担率
52.2

  

　

３．法人税等の税率変更により修正された繰延税金資産

及び繰延税金負債の金額等

　該当事項はありません。

３．法人税等の税率変更により修正された繰延税金資産

及び繰延税金負債の金額等

　該当事項はありません。

（持分法損益等）

前事業年度（自2007年４月１日　至2008年３月31日）

　当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。

当事業年度（自2008年４月１日　至2009年３月31日）

　当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前事業年度（自2007年４月１日　至2008年３月31日）

親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又は
出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の被所有
割合

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
㈱ゼン

ショー

東京都

港区
10,089,805 フード業

　

64.32％

　

兼任

 ４名

食材の

仕入先

 食材の購入 3,744,554 買掛金 396,915

 資金の

 調達

 資金の返済 425,000 短期借入金 425,000

　   長期借入金 696,250

　
 利息の支払 16,770 未払費用 441

店舗の

賃貸借

　

 賃料の支払　 105,056 差入保証金 98,220

業務委託

に関する

契約

 業務委託 221,579 未払金 21,858

　（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等

　食材の仕入取引及び店舗の賃貸借取引については、一般的取引条件と同様に決定しております。

２．取引金額には消費税等は含まれておりませんが、買掛金及び未払金には消費税等を含んでおります。

当事業年度（自2008年４月１日　至2009年３月31日）

（追加情報）　

　当事業年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」(企業会計基準11号　平成18年10月17日)及び「関連当事者

の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第13号　平成18年10月17日)を適用しております。

　なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。　

　１．関連当事者との取引

財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地

資本金又は
出資金

（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関連当事者との

関係
取引の内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

親会社
㈱ゼン

ショー　

東京都

港区
10,089,805 フード業　

(被所有)

直接

64.29％

役員の兼任 　  　  

食材の仕入 食材の購入 6,865,968 買掛金 743,130

資金の調達 資金の返済 425,000 短期借入金 425,000

　 　  長期借入金 271,250

　 利息の支払 11,411 未払費用　 253

店舗の賃貸借 賃料の支払 316,623 差入保証金 266,712

業務委託に関す

る契約　
業務委託 264,692 未払金　 29,378

　（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　　　　　食材の仕入取引及び店舗の賃貸借取引については、一般的取引条件と同様に決定しております。

２．取引金額には消費税等は含まれておりませんが、買掛金及び未払金には消費税等を含んでおります。

　２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

　　　親会社情報

　　　株式会社ゼンショー（株式会社東京証券取引所に上場）

EDINET提出書類

株式会社なか卯(E03328)

有価証券報告書

41/52



（１株当たり情報）

項目
前事業年度

（自　2007年４月１日
至　2008年３月31日）

当事業年度
（自　2008年４月１日
至　2009年３月31日）

１株当たり純資産額（円） 498.24 569.65

１株当たり当期純利益金額（円） 130.45 101.41

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額

　潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

　潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自　2007年４月１日
至　2008年３月31日)

当事業年度
(自　2008年４月１日
至　2009年３月31日)

１株当たり当期純利益金額　   

　当期純利益（千円）　 609,178 473,571

　普通株主に帰属しない金額（千円） － －

　普通株式に係る当期純利益（千円） 609,178 473,571

　期中平均株式数（千株） 4,669 4,669

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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　⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

　該当事項はありません。

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額

(千円)

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 5,603,683 1,867,381
158,331

（23,031)　
7,312,733 1,492,699 374,134 5,820,033

構築物 147,793 111,373 619 258,547 59,324 15,889 199,222

工具器具備品 226,221 238,361 32,185 432,396 135,072 52,495 297,324

リース資産　 － 775,827 － 775,827 79,176 79,176 696,651

建設仮勘定 29,872 2,064,509 2,027,222 67,159 － － 67,159

有形固定資産計 6,007,571 5,057,453
2,218,358

（23,031)　
8,846,665 1,766,273 521,696 7,080,392

無形固定資産        

のれん 75,215 27,000 － 102,215 43,795 20,443 58,419

ソフトウェア 75,700 39,226 － 114,926 36,075 18,754 78,850

電話加入権 301 － － 301 － － 301

ソフトウェア仮勘定 11,516 67,275 47,018 31,773 － － 31,773

無形固定資産計 162,733 133,501 47,018 249,216 79,871 39,197 169,345

長期前払費用 132,239 39,966 64,156 108,049 36,391 26,904 71,657

繰延資産 － － － － － － －

　（注）　１．当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

　建　物　　　　　新規開店附属設備他　　　　　大正千島店他81店　　　　　1,573,670千円

　　　　　　　　　譲受、店舗改装設備等　　　　飯田橋西口店他19店　　　　　287,064千円

リース資産　　　新規開店厨房設備他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　683,162千円　

譲受、改装店舗厨房設備他　　　　　　　　　　　　　　　　 92,665千円　

２．当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。

　建　物　　　　　店舗改装等による除却　　　　飯田橋西口店他11店　　　　　135,300千円

　　　　　　　　　減損損失　　　　　　　　　　上福岡店他１店　　　　　  　 23,031千円

３．「当期減少額」欄の（　）内は内数で、当期の減損損失の計上額であります。

【社債明細表】

　該当事項はありません。
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【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － 100,000 1.50 －

１年以内に返済予定の長期借入金 1,984,358 2,772,808 1.51 －

１年以内に返済予定のリース債務　 － 158,037 2.27 －　

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 4,291,080 6,012,069 1.51 2010年～2014年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）　 － 579,785 2.27 2010年～2014年

その他有利子負債 － － － －

合計 6,275,438 9,622,700 － －

　（注）１．平均利率の算定に際して、利率及び残高は期中平均のものを使用しております。

２．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年以内における返済

予定額は以下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 2,450,308 1,911,621 1,240,736 409,404

リース債務　 161,101 164,608 168,197 85,878

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 28,224 8,318 2,237 8,400 25,904

役員賞与引当金 12,000 6,000 12,000 － 6,000

賞与引当金 130,000 122,000 130,000 － 122,000

　（注）貸倒引当金の当期減少額（その他）は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

イ．現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 177,756

預金の種類  

当座預金 236

普通預金 2,558,632

別段預金 454

小計 2,559,323

合計 2,737,080

ロ．売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（千円）

㈱ニッキーフーズ 43,718

㈲ニック 20,103

西武鉄道㈱ 17,393

㈲ユーアイフード 13,253

㈱三栄本社 13,104

その他 201,550

合計 309,124

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高

（千円）

当期発生高

（千円）

当期回収高

（千円）

次期繰越高

（千円）
回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

×100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

355,767 27,792,683 27,839,326 309,124 98.9 4

　（注）　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、当期発生高には消費税等が含まれております。

ハ．商品及び製品

品目 金額（千円）

食材及び包材資材 84,767

合計 84,767

ニ．原材料及び貯蔵品

品目 金額（千円）

包材資材・消耗品他 25,705

合計 25,705
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ホ．差入保証金

相手先 金額（千円）

㈱ゼンショー 266,712

㈱ジェイアール東日本都市開発 71,764

大和リース㈱ 66,600

中央ビル　飯塚正司 46,000

㈱モスフードサービス 38,590

その他 2,288,659

合計 2,778,326

②　負債の部

イ．買掛金

相手先 金額（千円）

㈱ゼンショー 743,130

㈱グローバルテーブルサプライ 70,498

アイマック㈱ 40,438

㈱菱食 11,991

㈱ゼンチク販売 6,032

その他 17,990

合計 890,081

ロ．長期預り保証金

内訳 金額（千円）

加盟店転貸入居保証金 348,734

営業保証金 23,700

合計 372,434
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（３）【その他】

当事業年度における四半期情報

 
第１四半期

自　2008年４月１日
至　2008年６月30日

第２四半期
自　2008年７月１日
至　2008年９月30日

第３四半期
自　2008年10月１日
至　2008年12月31日

第４四半期
自　2009年１月１日
至　2009年３月31日

売上高 （千円） 5,938,848 6,695,658 6,948,183 6,886,530

税引前四半期純利

益金額
（千円） 245,390 340,171 278,432 126,487

四半期純利益金額 （千円） 119,302 176,996 131,627 45,644

１株当たり四半期

純利益金額
（円） 25.55 37.90 28.19 9.77
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

剰余金の配当の基準日
９月３０日

３月３１日

１単元の株式数 １００株

単元未満株式の買取り  

　

取扱場所　

（特別口座）　

東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社　本店

 

株主名簿管理人　

（特別口座）

東京都港区芝三丁目33番１号　

中央三井信託銀行株式会社

取次所 　　　　　　　　　　　　　──────　

買取手数料 無料

公告掲載方法

 

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他や

むを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載ＵＲＬ

http://www.nakau.co.jp/ir/koukoku.html

株主に対する特典 毎年３月、９月の各末日の株主名簿及び実質株主名簿に記載された単元株

以上所有株主に対し、毎回以下の株主優待券を贈呈します。

　　　　　　　　　100株以上　1,000円相当

　　　　　　　　　500株以上　3,000円相当

　　　　　　　　1,000株以上　6,000円相当

　　　　　　　　2,000株以上　9,000円相当
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第39期）（自　2007年４月１日　至　2008年３月31日）2008年６月20日近畿財務局長に提出。

(2）四半期報告書及び確認書　

    （第40期第１四半期）（自　2008年４月１日　至　2008年６月30日）2008年８月13日近畿財務局長に提出。

　　（第40期第２四半期）（自　2008年７月１日　至　2008年９月30日）2008年11月13日近畿財務局長に提出。

　　（第40期第３四半期）（自　2008年10月１日　至　2008年12月31日）2009年２月12日近畿財務局長に提出。

(3）有価証券報告書の訂正報告書

　　　2008年11月６日近畿財務局長に提出

　事業年度（第38期）（自　2006年４月１日　至　2007年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。

　事業年度（第39期）（自　2007年４月１日　至　2008年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。　　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

  平成20年６月19日

株 式 会 社 な か 卯   

取締役会　御中   

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士  鈴木　輝夫　 印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士  三浦　　洋　 印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士  山本　美晃　 印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社なか卯の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第39期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社な

か卯の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

  平成21年６月19日

株 式 会 社 な か 卯   

取締役会　御中   

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士  鈴木　輝夫　 印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士  三浦　　洋　 印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士  山本　美晃　 印

＜財務諸表監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい
る株式会社なか卯の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第40期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成
責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査
法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として
行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財
務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判
断している。
　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社な
か卯の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。　

＜内部統制監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社なか卯の平成21年３月
31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成
する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。ま
た、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制
監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどう
かの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範
囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを
含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、株式会社なか卯が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部
統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告
に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する
形で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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